
[令和 5年 4月 1日以降用] 

支援事業名 観光誘客に資する洗練された店舗等整備支援 

対象エリア 福井市中央１丁目・３丁目、愛宕坂周辺 

年 月 日 年  月  日 

申 請 者  

※この対象確認表１，２は事業計画書提出の際に添付してください。 

 

対象確認表  

 

１ エリア・物件 

 以下確認内容１～５について回答してください。 

確認内容 回答 

１ 実施する新築・建替え・改修（以下、「本事業」）は、店舗等の魅力向上またはまちなかの景

観整備に資するもので、まちなかのにぎわい創出に寄与するものである。 
はい・いいえ 

２ 本事業を実施する物件の場所は、別紙の対象地域内である。 はい・いいえ 

３ 物件の場所が愛宕坂周辺の場合、愛宕坂、横坂、百坂に接する宅地区域である。 はい・いいえ 

４ 本事業を実施する店舗等について、本事業後の使用者が決まっている。 はい・いいえ 

 

※１～４が全て「はい」の場合、エリア・物件について要件を満たしているので、次のページにお進みくだ

さい。 

※ひとつでも「いいえ」がある場合、この時点で対象外です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



[令和 5年 4月 1日以降用] 

２ 対象事業・業種 

以下の確認内容１～９について回答してください。 

確認内容 回答 

１ 以下の「出店の際して考慮すべき点」の条件をいずれか複数満たしている。 

  ①県内外の観光客・インバウンド誘客につながる福井らしさを PRできる店舗であること 

②旧料亭街の和の風情にマッチした洗練された店舗であること 

③浜町を中心とした周辺エリアの文化・風土を感じさせる雰囲気やメニューの提供 

④有名料亭等で修業した若手料理人などの起用 

⑤福井の食文化、美食の提供 

はい・いいえ 

（満たしてい

る条件の番

号を記入す

ること） 

２ 補助対象経費の㎡あたりの単価が、以下の建築単価基準を上回る。 

  ①新築・建替             

     a 中央１丁目  

補助対象経費が 400千円／㎡以上   

     b 中央３丁目、愛宕坂周辺 

補助対象経費が 500千円／㎡以上    

②改修工事（既存物件） 

ａ 中央１丁目 

補助対象経費が 280千円／㎡以上 

ｂ 中央３丁目、愛宕坂周辺 

補助対象経費が 350千円／㎡以上  

はい・いいえ 

３ 補助対象経費に解体費を含む場合、補助対象となる解体費は、補助対象となる工事費総

額の２０％以内である。 
はい・いいえ 

４ 福井市が定める「福井都心地区特定景観計画区域」における景観形成基準に従い、事業を 

行う。 
はい・いいえ 

５ 本事業後、すみやかに店舗等の事業が開始され、５年以上継続した営業となる見込みであ

る。 
はい・いいえ 

６ 本事業後の事業について、政治的または宗教的な活動を行うものでない。 はい・いいえ 

７ 当該事業に係る営業に必要な許認可を取得している。または、取得見込みである。 はい・いいえ 

８ 当該事業について、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項第４号、第５号に規定する風俗営業または第２条第５項に規定する

性風俗関連特殊営業に該当しない。 

はい・いいえ 

９ 本事業は、当該事業年度の２月１５日までに完了する見込みである。 

  （複数年度による事業の場合も、2月 15日までに各年度の計画事業内容を終えるように 

すること） 

はい・いいえ 

以上、１～９（３は該当する場合のみ）の回答が全て「はい」の場合、対象事業・業種の要件を満たしてい

るので、次のページへお進みください。 

 

 

 

 

 



[令和 5年 4月 1日以降用] 

３ 対象者 

対象者は、本事業の実施主体（工事等の経費を負担する方）です。 

確認内容 回答 

１ 本事業の実施主体が決まっている。 はい・いいえ 

２ 上記で「はい」回答した場合、実施主体となる方、全員を記載してください。 

  実施主体となる方 

実施主体となる方（複数の場合は全員）について、回答してください。 

確認内容 回答 

3 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に

規定するもの、暴力団の構成員であると認められるもの、または暴力団に資金提供を

行う等暴力団の維持もしくは運営に協力し関与するものに該当しない。 

はい・いいえ 

4 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て、会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てまたは破産法

（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行われていない。 

はい・いいえ 

5 県税（福井県）および市町村税（福井市）の滞納がない。 はい・いいえ 

以上、回答が全て「はい」の場合、対象事業・業種・対象者としての要件を満たしています。 

次に、下記の対象事業の認定審査の加点に係る確認にお進みください。 

 

４ 対象事業の認定審査の加点に係る確認 

対象者が実施している取組みについて回答してください。 

確認内容 回答 

１ 社員ファースト企業宣言にかかる登録申請を福井県へ行っており、「めざせ「社員ファ

ースト企業」宣言書」の今後の取組項目欄において、「（６）賃金引上げ」を選択してい

る。 

はい・いいえ 

２ （対象者が複数の場合）６の取組みを実施している方を記載してください。 

 

 

３ 「パートナーシップ構築宣言」を登録している。 はい・いいえ 

４ （対象者が複数の場合）８の取組みを実施している方を記載してください。 

 

 

以上、１または３の回答が「はい」の場合、対象事業の認定審査の加点を行います。 

 


